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２．（４）家庭における環境効率性 ①推移（CO2排出、ごみ、水）
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出典：内閣府『国民経済計算年報』、国土交通省『日本の水資源』、
環境省『日本の廃棄物処理』等より環境省作成

ごみ指標＝
ごみの総排出量（一般廃棄物排出量）

実質家計消費

水指標 ＝
生活水使用量（有効水量ベース）

実質家計消費

CO2指標＝
CO2排出量（家庭運輸部門、家庭部門）

実質家計消費
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２．（４） ②CO2排出量
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環境効率性（ CO2排出量）＝
CO2排出量（家庭部門、運輸部門（家庭））注

実質家計最終消費

出典：内閣府『国民経済計算年報』、国立環境研究所地球環境研究
センターＧＩＯデータより環境省作成

注：エネルギー起源のCO2排出量
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２．（４） ③ごみの総排出量
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出典：内閣府『国民経済計算年報』、環境省『日本の廃棄物処理』
より環境省作成

一般廃棄物排出量：事業系一般廃棄物を含む

環境効率性（ ごみの総排出量）＝
ごみの総排出量（一般廃棄物排出量）

実質家計最終消費
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２．（４） ④水道使用量
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出典：内閣府『国民経済計算年報』、国土交通省『日本の
水資源』より環境省作成

有効水量ベース：水量について言及する場合に、水道による給水のうち、漏水等によるロスを

除いて、需要者において有効に受け取った段階の水量で表現すること。

環境効率性（ 水道使用量）＝
水道使用量（有効水量ベース）

実質家計最終消費
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３．『循環型社会形成推進基本計画の数値目標』
（１）資源生産性の推移
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出典：循環型社会形成推進基本計画

資源生産性を平成２２年度において約３９万円／トンとすることを目標とします。
（平成２年度《約２１万円／トン》から概ね倍増、平成１２年度《約２８万円／トン》
から概ね４割向上）

資源生産性＝GDP／天然資源投入量

ª
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３．（２）循環利用率の推移
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循環利用率を平成２２年において、約１４％とすることを目標とします。
（平成２年度《約８％》から概ね８割向上、平成１２年度《１０％》から概ね４割向上）

循環利用率＝循環利用量／（循環利用量＋天然資源等投入量）

出典：循環型社会形成推進基本計画

ª
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３．（３）最終処分量の推移
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最終処分量を平成２２年において、約２８百万トンとすることを目標とします。
（平成２年度《約１１０百万トン》から概ね７５％減、平成１２年度《約５６百万トン》か
ら概ね半減）

出典：循環型社会形成推進基本計画

ª
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４．環境ビジネス関係 （１）市場規模・雇用規模の予測

出典：環境省資料

雇用人数（人）

市場規模（億円）

1,236,4391,119,343768,595平成14年

583,762472,266299,444平成14年

2020年（平成32年）2010年（平成22年）2000年（平成12年）調査年

ＯＥＣＤの分類に基づく環境ビジネスの市場規模・雇用規模推計（１５年５月）

環境省の推計によれば、環境ビジネスの市場規模は平成２２年には４７兆円（平成１２年の
３０兆円の約１．６倍）に達する。
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５３０万人雇用創出プログラム（平成１５年）
環境サービス １３０万（Ｈ１２）→１６１万（Ｈ２２）

４．（２）「５３０万人雇用創出プログラム」（概要） 530万人雇用創出促進チーム（座長：島田内
閣府特命顧問）とりまとめ、15年６月



23 出典：『平成15年版環境白書』

５．人口と経済 （１）世界経済の成長と人口の増加

（１）世界の地域別GDP成長推移 （２）世界人口の推移

【経済】近年は、東アジア・大洋州地域、特に中国の経済成長が著しい。
【人口】アジア・アフリカを中心に人口が増加。
2000年に61億人だったものが2020年には25％増の76億人になる見込み。

→ 現在の社会経済システムのもとでは、環境上の制約に突き当たる可能性が高い。
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出典：総務省統計局『国勢調査報告』及び国立社会保障・人口問題
研究所『日本の将来推計人口』（平成14年1月推計）による各年
10月1日現在の推計人口（中位推計値）より環境省作成

５．（２）日本の人口見通し
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２０２５年の人口は、１９８５年頃とほぼ同程度の約１億２１００万人になると推計されている。た
だし、６５歳以上人口比率は、８５年に１０％だったのが、２９％に上昇すると見込まれている。
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東アジア地域の2020年のGDP（2000年の日本＝100）

出典：国土審議会配付資料
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５．（３）東アジア地域の２０２０年のＧＤＰ

中国・東南アジア諸国の高い経済成長が予測されている。日本との相対関係も変
化する。
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５．（４）日本経済の展望


